
減災に向けた

区市町村の取組実施状況

令和３年５月

東京都管理河川の氾濫に関する減災協議会
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自主避難所運営マニュアルの作成及び周知 千代田区

○令和元年東日本台風の教訓を踏まえ、区内出張所を自主避難所として定め、マニュアルを整備
○運営に従事する出張所職員及び職員住宅居住職員に対し研修会を実施
○広報紙で防災特集号を作成し、住民及び関係各所に周知

【構成】
不慣れな職員でも自主避難所の開設運営が
できるよう、チェックリスト方式で流れを記載
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水害時の危機管理態勢の強化 中央区

大型台風の接近を想定した危機管理連絡室の設置及び自主避難所の開設訓練
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浸水ハザードマップの改定 港区

水防法に基づき指定された浸水想定区域、その他防災情報を網羅した「港区高潮
浸水ハザードマップ」を作成し周知啓発します。
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要配慮者利用施設における避難確保計画の作成支援 品川区

○東京都が公表した「城南地区河川流域浸水予想区域図」や「高潮浸水想定区域図」、土砂災害
警戒区域などを踏まえ、浸水や土砂災害が予想される区域内の要配慮者利用施設を把握した。

○今後は防災会議を経て地域防災計画に記載していくとともに、当該施設に対して避難確保計画
の作成を支援していく。

浸水が予想される区域内や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設を調査

当該施設の避難確保計画の作成支援

令和２年度

令和３年度
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水防訓練の充実

令和２年度は、密を避けるために４回に分けて、新規採用者と部異
動者に対して土のうの作成・積土のう工法の訓練を実施。

目黒区
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水防資機材（土のう保管箱）の整備
○近年のゲリラ豪雨などの大雨を想定し、土のう保管箱の拠点場所５か所を整備した。

○今までも区内５３か所に土の
う保管箱を設置していたが、ゲ
リラ豪雨時など集中的な需要に
備えるため、新たに区内５か所
に土のう保管箱の拠点を設け区
民の利便性の向上に努めた。（
増設２か所＋新設３か所）

・設置場所図の〇印

○拠点場所は区内５地区（中央
・北・東・西・南）の各地区に
1か所づつ整備した。

○各拠点場所には土のうを５０
０袋づつ備蓄した。

（設置例）東山公
園

○土のう保管箱カバーには、土
のう利用者の利便性を図るため
３つのQRコードを表示した。

・土のうの利用方法
・土のう保管箱の設置場所
・目黒区ハザードマップ

目黒区
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【水防災講演会】
実 施 日：９月12日
参加者数：計155人
講 師：片田敏孝氏、寺川なつみさん

【マイ・タイムライン講習会】
実施時期：８月 全12回
参加者数：計368人
講 師：一般財団法人河川情報センター職員他

自助・共助の仕組みの強化
（マイ・タイムライン講習会等）

大田区

≪実施の様子≫

「自分の命は自分で守る」という自助意識の一層の向上を図る目的で「マイ・タイムライン講習会」
及び「水防災講習会」を実施。区職員からのハザードマップの説明や専門家による講義（日頃の準
備や避難のタイミングなど）、マイ・タイムラインの作成等により水防災意識の向上を図った。

≪概要≫
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【第二部】水害時緊急避難場所運営訓練
参加者：自治会・町会、避難場所となる学校の教職
員、国際都市おおた大使、区内専門学校学生 他
内 容：参加者を避難者と運営者に分け、感染症対

策や要配慮者対策等を考慮した避難者受入訓練を
実施した。

住民・関係機関が連携した避難訓練等の充実
（総合防災訓練（風水害編）） ※令和２年11月15日実施

大田区

水害時に自らの判断で最善な防災行動を選択するための基礎知識向上と、感染症対策や要配慮
者対策を踏まえた水害時緊急避難場所の運営体制の強化を図るため、地域各種団体参加のもと
総合防災訓練（風水害編）を実施した。

≪概要≫

≪訓練内容等≫

【第一部】風水害の講義
講 師：一般財団法人河川情報センター職員

内 容：仮想台風の接近を時系列で学ぶことで、
風水害の全体像を学習する訓練を実施した。
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水害ハザードマップの改良と周知 大田区

○区民の自助意識向上のため、大田区ハザードマップ（風水害編）を修正の上、防災普及啓発冊
子等と併せて区内全世帯・全事業者へ配布した。

（１）大田区ハザードマップ（震災編）

（２）大田区ハザードマップ（水災編）

（３）わが家の防災チェックブック

その他啓発チラシ等

（１）水害時緊急避難場所を89か所開設（2階以上等条件付き開設66か所含む）

（２）令和元年6月に公表された丸子川流域の想定最大規模浸水想定を反映

（３）情報学習面の強化（避難方法への理解を図るためのフロー チャートや避難行動のタイミング

を検討するためのタイムラインの掲載）

≪概要≫

≪配布物≫

≪大田区ハザードマップ（風水害編）修正内容≫
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土のう置場拡充 大田区

○田園調布地区の土のう置き場を3か所増設

田園調布5－46
（八幡神社南側）

田園調布4-44-11
（多摩川野球場前公衆便所横）

田園調布南3-8
（田園調布南公園）

田園調布地区に土のう置き場
を3か所増設。
（区全体23→26か所に増設）。
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排水ポンプ車の追加配備 大田区

○水防態勢の充実強化を図るため、排水ポンプ車を追加配備。

排水ポンプ車

♦能力 排水能力5㎥/min、揚程10m
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排水ポンプ車操作訓練&土のう作成訓練 大田区

○排水ポンプ車の操作・運用訓練
○土のう作成訓練

台風及び集中豪雨が来る対策として
、土のうの作成・積み土のう工法の
訓練を職員にて実施しました。

河川の水位上昇や内水氾濫等が
起こった際に排水作業を行う排水ポ
ンプ車の操作訓練を職員にて実施し
ました。

排水ポンプ車操作訓練

土のう作成訓練
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排水ポンプ車の導入 世田谷区

浸水被害からの迅速な復旧を図るため、排水ポンプ車２台（毎分１０㎥排水可能）を導入し、区内
２か所にそれぞれ配備している。

排水ポンプ車（２台）
〇吐出量：１０㎥／分
〇全揚程：１０ｍ
〇ホース口径：φ２００ｍｍ
〇区内２か所に配備

※本年９月に導入
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渋谷区洪水ハザードマップ多言語版作成 渋谷区

取組の実施内容を記載

〇外国人を対象とした多言語版渋谷区洪水ハザードマップ（英・中［繁・簡］・ 韓）を作成。

取組状況がわかる写真や資料を添付

〇左図は英語版
〇渋谷区ホームページにて各言語を公開中
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地域住民への防災講話の実施 新宿区

〇地域住民に対し、洪水ハザードマップを用いて水害対策について防災講話を行った。
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水害対策へのハザードマップの活用方法について 中野区

○令和２年度は、地域住民や福祉団体等へハザードマップの活用方法について説明
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 中野区

○外力を想定最大規模降雨とした洪水ハザードマップを刷新
○土砂災害についても、同じハザードマップに掲載 ○情報面についても充実させる

洪水ハザードマップ添付

○住民にわかりやすく理解してもらうため、地図を拡大し、自分の住んでいる場所を見やすくした。
○情報面を増やし、備えや情報の取り方についても詳細に掲載した。
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水害に関する防災教育の推進 杉並区

○令和２年度は区立小学校計４校、小学４・５年生に対する水害に関する防災教育を実施。
○ハザードマップを使用し教材に沿った、実践的な出前授業を実施。
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防災機能展示会の開催 豊島区

本年度、豊島区では防災機能を持った公園の運用を開始した。区民の皆様に公園の機能説明を
行うため、自衛隊等各機関の協力のもと「防災機能展示会」を開催し、防災意識の高揚、機能の
周知を図った。
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水害広報（特集号）を全戸配付 板橋区

・水害時の情報収集の方法について重点を置いた「広報いたばし 防災特集号」を全戸配付した
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土砂災害訓練の実施 練馬区

〇自宅から避難所への避難および関係機関による避難誘導訓練。

〇気象庁職員による土砂災害に関する基本情報および区職員による避難および情報伝達方法
等に係る講話。
〇土砂災害警戒区域の現地確認。

避難誘導訓練の様子 気象庁職員により講話の様子
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自助・共助の仕組みの強化 墨田区

〇避難行動要支援者の個別支援計画の作成を促進するため、モデル地区を選定して取り組み
を行った。

周知用のチラシ

個別支援プランの雛型（案）
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水防に関する広報の充実 墨田区

〇区報（8/11号）にて「水害への備え」について特集記事を組み、啓発を行った。
〇「防災フェア」（8/31-9/4）にて「水害への備え」についてパネル展示を行った。

区報（８月１１日号）

「防災フェア」にてパネル展示を実施
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浸水実績等の周知 江東区

○展示名：まちの記憶と未来展
○開催頻度：毎年7月～9月頃開催
○取組主体：江東区
○過去の水害の記録や歴史のパネル展示
○ハザードマップと展示資料冊子の配布
〇区報とケーブルテレビにて周知

写真１．砂町文化センター 展示の様子
令和2年9月10日（木）～16日（水）開催

写真3．ケーブルテレビの放送の様子
令和2年9月20日（日）～26日（土）放映

写真2．区報9月1日号での周知記事
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 江東区

〇概 要：改定及び新規作成したハザードマップの配布及び周知
○配 布 物 ：洪水ハザードマップ、高潮ハザードマップ、洪水高潮ブックレット（情報冊子）
○配布状況：全戸配布、転入者配布、区役所・出張所・図書館での配架
○周知方法：区ホームページと区報１面、ケーブルテレビにて使用方法を説明

写真１．江東区洪水ハザードマップ、
江東区高潮ハザードマップ、江東区
洪水高潮ブックレット、専用封筒

写真4．ケーブルテレビの放送の様子
令和2年9月6日（日）～12日（土）放映

写真2．区報7月1日号１面

写真3．ケーブルテレビの放送の様子
令和2年7月5日（日）～11日（土）放映封緘
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水害対応図上訓練の実施
○令和元年東日本台風を想定した、災害対策本部の図上訓練を実施しました。
○同日に、区内の全ての学校避難所を開設する訓練も実施しました。

葛飾区
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地区防災計画策定のための支援委託 江戸川区

○共助による地域の防災力向上を図るため、防災士を派遣し適宜アドバイスを行う
ことで地区防災計画策定を促進
○令和２年度はモデル３地区を選定

○コロナ禍の影響により、現在１地区のみ実施中
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水害時の避難体制に関する意見交換会の実施 文京区

文京区関口一丁目地区の各町会は、大雨等により神田川を越えて避難所へ行くことが難しい
場合、新宿区の避難所へ避難することとなっている。その時に備え、新宿区民との連携の一
助となるよう新宿区と共催で意見交換会を開催し、避難行動等について確認した。

防災課長より、垂直避難場所や防災情報一斉
通知アプリに関する説明

東京マイ・タイムラインを活用し、避難行動や
地域支援の在り方について検討
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水防訓練の充実 文京区

〇小石川消防署、本郷消防署等と合同で、積み土のう工法及び倒壊家屋からの
救助活動を実施
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「台東区風水害対応方針」の策定 台東区

○ 令和2年10月に、令和元年台風第19号で明らかになった課題を整理し、庁内検討や避難場所
の選定などを実施し、「台東区風水害対応方針」を策定、公表した。
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風水害避難場所開設訓練のの策定 台東区

○ 令和2年11月22日の台東区総合防災訓練で、風水害時の避難場所開設主体となる職員に対
し、避難場所開設訓練を実施した。
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マイ・タイムライン普及リーダー育成事業の実施 北区

マイ・タイムラインを普及するために、区民から募集した普及リーダー育成のための講習会を実
施した。

区民に水害の知識を学んでもらうとともに、各自の避難行動計画を作成してもらうためにマイ・タ
イムライン作成講座を実施した。

【マイ・タイムライン普及リーダー育成講習会】 【マイ・タイムライン作成講座】
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荒川区防災地図（水害版）の改訂 荒川区

「荒川区防災地図（水害版）」一部抜粋

○危険レベルの統一化による防災情報の整理

区で発行しているハザードマップや区報、防災アプリ等に「警戒レベル」の表記を記載し、区民
に対して、避難情報の周知を行った。
○避難方法のフロー図を記載
区民一人ひとりに合った避難方法を確認できるフロー図を記載した。

資料2-2



水害に関する防災訓練を実施 足立区

○令和２年度は、地域と共に水害時における避難所訓練を行った。
小中学校ごとで計２４回（12月１日現在）行われ、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた
避難居室の設営なども行われた。
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土のうステーション及び土のう配布の設置・拡充 足立区

○水防上注意を要する箇所に土のうが設置できるよう配置を工夫した。
○区民が必要に応じて随時土のうを取れるように区内一円に配置をした。
〇今後は、運用状況を見て土のうステーションの更なる拡充等を進める。

○土のうステーションの設置を７箇所→１２箇所に拡充。
○区内を東西に分けて土のう配布施設を２箇所に拡充。

江南公園

新田公園

土のうステーション
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水害をはじめとした防災に関する出前講座の実施 青梅市

水害も含めた防災対策等について、地区の出前講座を実施した。
※その他、ケアマネージャー、地域の老人会等を対象に実施

市内小学校低学年に対し、水害も含めた防災教育を実施した。
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市民防災ハンドブックの更新および周知 青梅市

○令和元年度に、市民防災ハンドブックを最新の情報に更新し、全戸配布を行うことにより、市民
の防災意識の向上を図った。

出前講座等を実施する際に、当該ハンドブックを活用している。
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風水害対策に特化した防災訓練の実施 福 生 市

○令和元年東日本台風の経験を踏まえ、令和２年８月に「風水害時初動活動マニュアル」を策定。
○令和２年10月18日（日）には、本マニュアルに基づいた総合防災訓練を実施し、市職員348名
の外、消防団、社会福祉協議会、自主防災組織、市内小中学校教職員が参加した。

【 災害対策本部設置・運営訓練 】

・避難情報等の発令
・各班の活動報告等

【 避難所開設・運営訓練 】
・感染症対策に配慮した
ブルーシート敷設による
区画割

・段ボールベッドや簡易間
仕切りの組立・設置

・一般避難者と有症者の
動線を分けた受付・誘導

【 避難支援訓練 】
・避難行動支援希望者登録
台帳に基づく所在地確認
・社協と連携した要配慮者
搬送訓練
・車いすリフトカー（社協より
協定に基づき提供）の取扱
方法の確認

【 その他訓練 】

・物資輸送車両の取扱方法の確認及
び避難所への物資輸送訓練を実施。

・市内冠水警戒箇所の確認及び土の
う等の水防訓練を実施。
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風水害対応マニュアルの作成・運用等 羽 村 市

取組の実施内容を記載

① 「羽村市風水害対応マニュアル」「羽村市風水害タイムライン」作成・運用開始
・ 職員の配備態勢見直し
・ 状況区分を設定し、活動内容などを記載
・ 時系列に沿った行動の記載

② 新たに、可搬式排水用大型エンジンポンプ（２台）を配備 及び 消防団用小型動力
ポンプ（６台）の買替え

③ 内水氾濫対応訓練の実施 （令和2年8月15日実施）
・ 羽村市の水害担当職員と羽村市消防団合同による訓練

④ 広報紙、ウェブサイトで市民へ風水害対策の周知
・ 「事前の備え（持ち物・情報収集先など）」「警戒レベル（避難行動など）」「災害時の対応（避難所・避難方
法・避難所での過ごし方など）」「感染症流行時の避難のポイント」「防災Q＆A」を掲載

⑤ 東京マイ・タイムラインの普及・推進
・ 東京マイタイムラインを印刷（東京都からの配布分は除く）し、全戸配布した。

・ 出前講座で町内会などに作成方法などの研修・指導を行った。
・ 市広報番組や市ウェブサイトで作成方法などの動画を公開した。

⑥ 総合防災訓練（風水害・感染症防止）の実施 （令和2年9月12日実施）
・ 市 民 ： 避難行動を具体的に考える「マイ・タイム ライン」の作成・活用

・ 市職員 ： 災害対策本部運営訓練、市内の安全対応訓練、情報連絡訓練など
・ 自主防災組織・市職員 ： 感染症流行下を想定した、避難所開設・運営訓練
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町内会・自治会連合会での防災講演会 あきる野市

町内会・自治会連合会の役員に防災講演会を実施。

令和元年台風第１９号を振り返り、これから発生しうる自然災害について
どのように減災をするか説明。

講演会の様子 講演資料の一部
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防災教育の実施 瑞穂町

町内の小学生、高校生、町内会に対して、防災講話及び備蓄品の見学を行い、水害知識等の向
上を含めた防災教育を実施した。
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ハザードマップ作成と周知【令和3年度予定】 日の出町

土砂災害・洪水ハザードマップ作成

○令和3年度中に公表が予定されている土砂災害警戒区域、特別警戒区域の見直しおよび、令和
2年8月に公表された浸水予想図（秋川及び平井川流域）を反映させたハザードマップの更新を計
画
○町内を2区域（大久野地域・平井地域）分け2種類作成して全世帯へ配布する予定
○町HPへの掲載と、スマートフォンで簡単に閲覧可能となるアプリ（位置表示機能等付）による情
報提供も検討中
○マップ裏面等を有効に活用して避難レベル、タイムライン等の情報の掲載内容を精査予定
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町防災訓練 コロナ禍における分散避難を周知 奥多摩町

○ ９月６日開催の町防災訓練において、各家庭でハザードマップをもとに避難先の再確認を実施
○ 各家庭での再確認にあたり、町としての分散避難の方針の資料を事前に全戸配布

【町の分散避難の方針・避難先一覧】 【東京都のチラシも活用】
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ハザードマップの作成・更新と周知 檜原村

○令和元年度に土砂災害特別警戒区域の指定を受けて、土砂災害ハザードマップを作成

○令和２年８月に公表された秋川及び平井川流域浸水予想区域図を反映したハザードマップの更
新を令和３年度に予定
○村内を８区域に分け、８種類のハザードマップを作成して、全世帯へ配布する予定。

○村ＨＰへの掲載とスマートフォン等で簡単に閲覧可能となる位置表示機能等付のアプリによる情
報提供についても検討中。

○マップ裏面には、避難時の心得や非常持ち出し品のチェックリスト、避難レベル（避難の目安）等
の情報掲載する。
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風水害時避難施設の見直し 町田市

○令和元年東日本台風で明らかになった課題や、新型コロナウイルス感染拡大を受けて、風水害
時における避難体制の充実を図り、開設する避難施設の見直しを行いました。
○見直しをした避難施設については広報やホームページで市民への周知を行った。

（広報まちだ 2020年7月15日号）
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新型コロナを踏まえた水害時の避難対策 多摩市

○避難所混雑状況確認システム（ＶＡＣＡＮ）を全国の自治体に先駆けて導入。
○コロナ禍における水害時の避難要領や避難所設営要領を説明した動画をYouTubeで配信。
○コロナ禍における水害時の避難要領などが書かれた防災情報誌を各戸に配布。

◆防災情報誌の発行・配布

◆動画の配信

◆避難所混雑状況確認システム（ＶＡＣＡＮ）の導入
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水害に関する防災教育の推進 稲城市

○令和２年度は、避難確保計画が提出された要配慮者利用施設を中心に、水害に関する防災教
育を行い、ハザードマップ等を使用した、実践的な訓練を実施した。
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八王子市総合防災ガイドブック第2版を作成 八王子市

令和2年1月30日付で東京都により、「浅川圏域、大栗川及び三沢川流域浸水予想区域」の改定

が行われたことに伴い、平成３１年３月に配付した八王子市総合防災ガイドブックに、浸水予想
区域及び令和元年東日本台風を踏まえた八王子市総合防災ガイドブック第２版を作成し、
令和２年９月に改めて市内全戸へ配付した。

新たな浸水予想区域の反映のほか、
風水害時の避難行動判定フローの
提示、避難に関する考え方など、

啓発項目の充実を行った。
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新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営訓練 日野市

・出水期を前に、令和2年8月19日（水）、職員を中心とした避難所運営訓練を実施。

・訓練内容
①避難所開設訓練、②避難所受入訓練、③環境整備・保健衛生訓練、
④情報受発信訓練、⑤資機材取り扱い訓練
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浸水ハザードマップの周知 武蔵野市

取組の実施内容を記載

○東京都による浸水予想区域図の改訂に伴い、令和元年度に改訂および全戸配布した浸水ハ
ザードマップを市民に周知するため、市報等に掲載した。

○新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、市民に「在宅避難」を推奨するなかで、浸水ハザー
ドマップで自宅や周囲の安全を確認するようチラシ等を用いて周知した。

取組状況がわかる写真や資料を添付

市報むさしの７/１号に掲載
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ハザードマップ等の改定と周知 三鷹市

〇浸水ハザードマップの改定
野川、仙川等の浸水予想区域図が改定されたことに伴い、三鷹市洪水ハザードマップを更新。
令和２年６月に全戸配布を行った。

〇土砂災害警戒マップの作成
土砂災害警戒区域の指定を受け、三鷹市土砂災害ハザードマップを作成。
令和２年９月に対象地域に配布を行った。

〇三鷹市地域防災計画の改定
現在、三鷹市地域防災計画の改定作業を行っている。

■浸水ハザードマップ ■土砂災害ハザードマップ
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多摩川氾濫避難マップの作成・配布 府中市

風水害時の避難所について徒歩避難者用、車両避難用、要配慮者用の種別ごとに整理し市立
小中学校における避難所スペースの拡張を行った。
また、防災誌「自主防災ふちゅう」を全戸配布し、住民への周知を図った。
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調布市止水板設置工事等助成金交付事業
○令和元年台風１９号による浸水被害を踏まえた対策として，風水害時における浸水被害の防
止及び軽減を図るため，住宅（共同住宅を含む。），店舗，事務所等において止水板の設置その
他の浸水防止対策に要した費用の一部を助成する制度を創設。

1 概要
(1) 助成の対象となる事業

次の設備を整備する事業について，令和元年１０月１２日以降のものを対象としています。
ア 止水板の設置工事（止水板の製品購入費を含む。）
イ 排水ポンプの購入
ウ 可搬式非常用発電機の購入
エ 上記以外の関連工事（関連設備の購入費を含む。）
(2) 対象となる方

過去に浸水被害を受けたことがある又は浸水被害が発生するおそれのある地域にある住宅等の所有者又は
管理組合等とします。（※除外条件あり）

(3) 助成金の額
次の表に定める基準額を限度として，止水板の設置その他の浸水防止対策に要した費用を補助します。
（※１住宅等につき，１会計年度１回を助成限度）

※ 防災市民組織又は管理組合等が対象の事業です。
2 制度開始

令和2年９月２３日（水）

調布市

資料2-2



水害ハザードマップの更新と配布 小金井市

○外力を想定最大規模降雨としたハザードマップを作成
〇市内の全世帯への配布および、市施設への配布及び掲示を行った
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令和元年東日本台風対応を踏まえた水防訓練 狛江市

令和元年東日本台風での対応を踏まえ、避難所開設訓練や新型コロナウイルス感染症対策避
難所開設訓練、避難場所となる商業施設駐車場開設訓練、排水樋管対応訓練、災害対策本部
会議訓練、土のう作成訓練を実施した。新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、市民
の参加は避難所運営協議会の方のみとして、主に職員の対応を訓練した。
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 西東京市

○時間最大雨量153mm 総雨量690mmの想定最大規模降雨とした洪水ハザードマップを作成

洪水ハザードマップ添付

○東京都が更新を行った浸水予想区域図に合わせ、ハザードマップの更新を実施。
○色覚障害の方用のハザードマップも作成した。（ホームページにて掲載）

○防災センターの見学に来た市内小学校生徒に対し、マップを使用し風水害に関する勉強会を実
施。

西東京市浸水ハザードマップ 裏面記載西東京市浸水ハザードマップ 表面記載
（右側 色覚障害の方用）
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 立川市

○警戒レベルを更新した、洪水ハザードマップを作成

洪水ハザードマップ添付

○警戒レベルの更新、開設する避難所を改良。
○市民に全戸配布を実施し、水害リスクの周知を進めていく。
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洪水・土砂災害ハザードマップの改訂 昭島市

昭島市洪水・土砂災害ハザードマップ

○改定後のマップサイズをＡ１サイズにすることで、より理解しやすいように工夫した。
○地図面とは別に情報面を作成し、市民の方の防災意識啓発に努めた。
○地域住民対象の防災講話等の際に活用し、より防災についての意識が高まるように努める。

地図面 情報面
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水防演習の充実 小平市

大型で非常に強い台風が接近し、市内複数箇所で道路冠水や家屋への浸水被害が発生したこ
とを想定し、市、消防署、消防団、防火女性の会、自治会などが連携し、浸水現場からの救出訓
練、道路啓開、基本的な土のう工法等の訓練を令和３年度実施予定。
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 東村山市

○浸水予想区域図更新に伴い、想定最大規模降雨とした洪水ハザードマップを作成

洪水ハザードマップ添付

○避難所や避難経路、土のうステーションの位置等を明示した。
○裏面は風水害に対する行動等についての情報資料を掲載した。
○全戸配布、HP、アプリ等、様々な情報ツールを用いて市民へ周知した。
○今後、避難所運営連絡会や防災講話に活用することで、更に水害リスクの周知を進めていく。
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防災教室の推進 国分寺市

〇令和２年度は計３回，中学生に対する国分寺市の災害対策に関する防災教室を実施。

〇ハザードマップや東京マイ・タイムラインを活用した出前授業を実施。

浸水危険区域や土砂
災害警戒区域を確認

身近にできる災
害の備えを確認
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令和元年台風第１９号対応で生じた課題を踏まえた取組

国立市

・浸水想定区域内にある福祉施設や地域自治会等を対象として、令和
元年台風第１９号対応で生じた課題やその対策などについて出前講座
を実施した。
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【令和３年度】内水ハザードマップの作成（予定） 国立市

○内水氾濫（雨水出水）ハザードマップの作成
〇土砂災害ハザードマップの修正

内水ハザードマップ
（作成イメージ）

〇令和３年度の出水期に向けて作成中。今夏、全戸配布予定。
〇今後、ハザードマップを活用した出前講座等により、周知を図る。
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出水期に向けた水防対策の実施 東大和市

○例年実施している水防訓練に代わり、令和２年６月１日に消防署と合同で土のう作成を
実施。

〇コロナウイルス感染症対策として、密集を避けるため、土のうの作成場所を分け、時間
をずらして作業人員を分散させる等をした。
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水害ハザードマップ作成、改良と周知 清瀬市

○外力を想定最大規模降雨とした洪水ハザードマップを作成

○全戸配布する他、市役所関連施設で配布を実施。
○防災講座でハザードマップを活用方法を周知。
○ハザードマップを活用し、自宅が安全かどうか確認することで避難方法の検討を市報で周知。
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洪水ハザードマップの更新と周知 東久留米市

取組の実施内容を記載

・東京都が発表した「黒目川、落合川、柳瀬川、空堀川及び奈良橋川浸水予想区域図」をもとに
洪水ハザードマップを更新(令和元年度版より)
・浸水予想区域図更新に伴い全戸配布を実施(2020 ver.1を、令和2年10月に全戸配布)

取組状況がわかる写真や資料を添付
2020 ver.2を作成
(令和2年12月発行予定)

【その他】
市民の防災意識向上のため
３つのチラシを作成・全戸配布

・災害時の分散避難と感染症対策
・東久留米市避難所案内
・分散避難のススメ

2020 ver.2作成の変更点

・警戒レベルの更新
・急傾斜地崩壊危険箇所の表示を整理
（土砂災害警戒区域と同時表記）
・分散避難のススメを記載

災害時の分散避難と
感染症対策

東久留米市
避難所案内

分散避難のススメ

洪水ハザードマップ(2020 Ver.2)
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東京都・武蔵村山市風水害図上訓練 武蔵村山市

令和元年東日本台風を踏まえ、大規模風水害に備えた都災害対策本部、市災害対策本部等の
オペレーション及び相互の連携を確認する図上訓練を実施した。
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